
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑨推奨事業メニュー例
よりも更に効果がある
と判断する地方単独事
業

水道事業会計繰出・補助（R6補正分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生
活者や事業者（公共施設を除く）の経済的負担を軽減することを目
的として水道料金を免除する。
②水道事業会計に繰出し、水道料金（基本料金2ヶ月分）の減免に
要する費用を交付対象経費とする。
③減免額：10,039給水世帯×1,155円×2ヶ月＝23,190千円
　 事務費：316千円（チラシ配布委託料）
④上水道給水世帯

R7.12 R8.1

2

⑨推奨事業メニュー例
よりも更に効果がある
と判断する地方単独事
業

熊野町上水道未給水世帯生活臨時支援
金（R6補正分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生
活者の経済的負担を軽減することを目的として上水道の未給水世
帯へ生活支援金を交付する。
②水道料金（基本料金2ヶ月分）に相当する額を支援する。
③495未給水世帯×2,310円＝1,144千円
　事務費：190千円（封筒作成代、郵送代、職員時間外手当）
④上水道未給水世帯（公共施設を含まない）

R7.12 R8.1

3
③消費下支え等を通じ
た生活者支援

熊野町家庭用防犯カメラ等設置費臨時補
助金（R6補正分）

①物価高騰の影響を受けている生活者の防犯意識の高まりを踏
まえた防犯性能のある建物部品として防犯カメラ等の設置に対す
る取組に対して補助をする。
②町内の居住する家屋に対し設置する家庭用防犯カメラ等の設
置補助
③次のうちR6_補正分3,598千円、R7_予備費分3,008千円
　防犯カメラ等　+　設置費用　の1/2（上限30千円）×200台
　事務費：郵送料52千円+チラシ作成190千円+ステッカー作成53
千円+職員時間外手当311千円
④熊野町内の家電量販店で購入した防犯カメラ等の購入及び設
置費用

R7.5 R8.2

4

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

保育所等給食提供に係る物価高騰対策支
援金

①物価高騰の影響を受けている町内の保育施設等に対し、給食
の食材費高騰分(園児分)について支援金を交付する。
②負担補助及び交付金（教職員は除く）
③3,276,000円（375円×728人×12月）
④町内の保育施設等

R7.4 R8.3

5
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

令和７年度学校給食食材費等高騰対策支
援事業

①エネルギー・食料品等物価高騰の影響下において、給食を提供
している事業者へ支援金を交付することにより、これまでどおりの
栄養バランスや質を保った給食を提供するとともに、物価高騰分
の保護者負担への転嫁を回避することで保護者の経済的負担の
軽減を図る。
②高騰した分の食材購入費補助金（教職員は除く）
③R7.4～R7.8
　　小学校分：70,700食×15円＝1,061千円
　　中学校分：31,500食×15円＝472千円
　R7.9～R8.3
　　小学校分：172,500食×25円＝4,313千円
　　中学校分：90,625食×25円＝2,266千円
　【対象外経費：教職員分986千円】
④給食を利用している児童生徒保護者（給食提供事業者）

R7.4 R8.3

6

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

令和7年度介護保険サービス等事業所物
価高騰対策支援金（障害福祉サービス）

①物価高騰の影響下においても、これまで通りの障害者福祉サー
ビスが提供できるよう、入所・通所サービス事業者（私立）へ支援
金を交付する。
②負担金補助及び交付金
③対象者数（入居施設以外の定員数）217人、1人当たり900円（月
額）、補助対象月：令和7年10月～令和8年3月までの6か月間
④町内の障害者福祉施設

R7.10 R8.3

7

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

令和7年度介護保険サービス等事業所物
価高騰対策支援金（介護サービス）

①物価高騰の影響下においても、これまで通りの介護保険サービ
スが提供できるよう、入所・通所サービス事業者（私立）へ支援金
を交付する。
②負担金補助及び交付金
③入所施設：定員数（286名）×16,200円（6月分）＝4,633,200円
　通所施設：定員数（246名）×5,400円（6月分）＝1,328,400円
④介護サービス事業者（入所・通所）、養護老人ホーム

R7.10 R8.3

10
③消費下支え等を通じ
た生活者支援

熊野町家庭用防犯カメラ等設置費臨時補
助金（R7予備費分）

①物価高騰の影響を受けている生活者の防犯意識の高まりを踏
まえた防犯性能のある建物部品として防犯カメラ等の設置に対す
る取組に対して補助をする。
②町内の居住する家屋に対し設置する家庭用防犯カメラ等の設
置補助
③次のうちR6_補正分3,598千円、R7_予備費分3,008千円
　防犯カメラ等　+　設置費用　の1/2（上限30千円）×200台
　事務費：郵送料52千円+チラシ作成190千円+ステッカー作成53
千円+職員時間外手当311千円
④熊野町内の家電量販店で購入した防犯カメラ等の購入及び設
置費用

R7.5 R8.2

※№8、№9は実施見込みがなくなったため非公開としています

令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（推奨事業分）


